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●処分場早期安定化分科会● 
 令和2年度第1回処分場早期安定化分科会（web会議）を10月21日に開催しました。 

 主な議題は「軽油引取税の免税措置」、「維持管理積立金の損金算入等に係る特例措置」、「埋立処分委

託契約書・維持管理マニュアルの普及啓発」でした。 

 「軽油引取税の免税措置」は令和3年3月末に期限を迎える本免税措置の延長に向けて、「維持管理積立金

の損金算入等に係る特例措置」は令和4年3月末に期限を迎える本特例措置の延長に向けて、それぞれ意見交

換を行いました。                                 （調査部・東）  

●低炭素社会実行計画目標等検討会● 
 令和2年度第1回低炭素社会実行計画目標等検討会（web会議）を10月29日に開催しました。 

 検討会では、毎年度、会員企業を対象に実施している温室効果ガス排出量等実態調査の調査結果などを踏

まえて、低炭素社会実行計画に定める2020年度目標の達成状況をまず検証していき、あわせて、2030年

度目標の達成に向けて、焼却に伴う発電・熱利用の拡大やIoT・AIの活用など、重点項目を整理した上で、

今後の取組の方向性を改めて検討していくことなどを確認しました。          （調査部・横山） 

●産廃処理業景況動向調査結果について（2020.7-9月期）● 
 2020.7-9月期の景況判断DIは、▲38となり、前期（2020.4-6月期）の▲49から11ポイント改善し

ました。今後についての見通しは▲32となり、前期から6ポイント改善する見込みとなっております。景況

判断に持ち直しの動きがみられました。 

 調査結果の詳細につきましては、下記サイトをご覧ください。           （事業部・本多） 

  https://www.zensanpairen.or.jp/activities/report/  

第52回理事会をweb開催  

当連合会の第52回理事会（web会議）を10月13日に開催しました。 

 今回の理事会では、①第53回理事会及び賀詞交歓会（令和3年1月14日、明治記念館）の開催方法と感染

防止について、②令和3年度「第19回産業廃棄物と環境を考える全国大会」（令和3年秋）の開催地につい

て、③令和2年度全国正会員会長・理事長会議（令和3年2月19日、徳島市）の開催について、の3つの議案

を審議しました。 

 また、協議事項として令和3年度事業計画案の策定スケジュールを議題としたほか、令和2年度上半期事業

執行状況や法制度対策委員会で検討された産業廃棄物処理産業振興法案の検討状況等を報告しました。 

 このうち議案①は、賀詞交歓会への参加人数を制限するなど、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策

を万全に講じる形で来年1月14日に明治記念館で開催するための準備を進めつつ、永井会長が今後の状況を

見極めて12月14日までに理事会及び賀詞交歓会を開催するか否か（理事会については明治記念館で開催し

ない場合にはweb開催）の最終判断をすることで了解されました。 

 続いて議案②は、今年度の開催を中止とした全国大会をそのまま来年度に繰り延べて、東京で開催するこ

ととしました。議案③は、来年2月に徳島市で開催する予定だった全国正会員会長・理事長会議を中止するこ

ととし、次回は全国大会と同様に来年度に繰り延べて徳島市で開催することに決まりました。 

 報告事項のうち産業廃棄物処理産業振興法案については、片渕法制度対策委員長が9月29日に開催した令

和2年度第1回法制度対策委員会において振興法案の条文を取りまとめたことを報告しました。この報告を受

けて、来年1月の次回理事会で振興法案を審議することとなりました。         （総務部・古川）    

連合会より 
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●INDUST 11月号特集「建設汚泥再生品等の利用促進に向けて」● 

 公益社団法人全国産業資源循環連合会は、2019年３月に自由民主党産業・資源循環議員連盟資源循環プ

ロジェクトチームが作成した報告書を受け、同年11月に「建設汚泥再生品等の利用促進に関する検討会」を

設置しました。 

 同検討会では廃棄物該当性判断による再生品の利用促進の支障を取り除くことを主眼に置き、法制度面、

技術面の双方向の議論を積み重ね、「建設汚泥再生品」、「廃コンクリート再生砕石」と、この２品目を原

材料にして製造される「ハイブリッドソイル」を建設汚泥再生品等と定義し、このほど、資源循環業の大き

な一歩となる議論の成果を報告書にまとめました。 

 11月号では同報告書の概要と今後の展望について解説しています。         （事業部・東方） 
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